
給 与 勧 告 の 骨 子

○ 本年の給与勧告のポイント

月例給、ボーナスともに引上げ

① 民間給与との較差（0.36％）を埋めるため、俸給表の水準を引き上げるとともに、給与制度
の総合的見直しにおける地域手当の支給割合を引上げ

② ボーナスを引上げ（0.1月分）、民間の支給状況等を踏まえ勤勉手当に配分

給与制度の総合的見直し

平成28年度において実施する措置

① 地域手当の支給割合の引上げ

② 単身赴任手当の支給額の引上げ

Ⅰ 給与勧告制度の基本的考え方

・ 国家公務員給与は、社会一般の情勢に適応するように国会が随時変更することができる。その変更
に関し必要な勧告・報告を行うことは、国家公務員法に定められた人事院の責務

・ 勧告は、労働基本権制約の代償措置として、国家公務員に対し適正な給与を確保する機能を有する
ものであり、能率的な行政運営を維持する上での基盤

・ 公務には市場の抑制力という給与決定上の制約がないことから、給与水準は、経済・雇用情勢等を
反映して労使交渉等によって決定される民間の給与水準に準拠して定めることが最も合理的

Ⅱ 民間給与との較差に基づく給与改定

１ 民間給与との比較

約12,300民間事業所の約50万人の個人別給与を実地調査（完了率87.7％）

<月例給> 公務と民間の４月分給与を調査し、主な給与決定要素である役職段階、勤務地域、学歴、
年齢の同じ者同士を比較

○民間給与との較差 1,469円 0.36％〔行政職(一)…現行給与 408,996円 平均年齢43.5歳〕

〔俸給 280円 地域手当 1,156円 はね返り分(注) 33円〕

(注)俸給等の改定に伴い諸手当の額が増減する分

<ボーナス> 昨年８月から本年７月までの直近１年間の民間の支給実績（支給割合）と公務の年間
の支給月数を比較

○民間の支給割合 4.21月（公務の支給月数 4.10月）

２ 給与改定の内容と考え方

<月例給>

(1) 俸給表

① 行政職俸給表(一)

初任給は、民間との間に差があることを踏まえ１級の初任給を2,500円引上げ。若年層につい
ても同程度の改定。その他は、給与制度の総合的見直し等により高齢層における官民の給与差
が縮小することとなることを踏まえ、それぞれ1,100円の引上げを基本に改定（平均改定率0.4
％）

② その他の俸給表 行政職(一)との均衡を基本に改定。指定職俸給表は行政職(一)の引上げを
踏まえ、各号俸について1,000円引上げ

(2) 初任給調整手当

医療職俸給表(一)の改定状況を勘案し、医師の処遇を確保する観点から、所要の改定
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(3) 地域手当

給与制度の総合的見直しを円滑に進める観点から、支給割合について給与制度の総合的見直し
による見直し後の支給割合と見直し前の支給割合との差に応じ、0.5～２％引上げ

<ボーナス>

民間の支給割合に見合うよう引上げ 4.10月分→4.20月分

民間の支給状況等を踏まえ、勤務実績に応じた給与を推進するため、引上げ分を勤勉手当に配分

（一般の職員の場合の支給月数）

６月期 12月期
27年度 期末手当 1.225月（支給済み） 1.375月（改定なし）

勤勉手当 0.75 月（支給済み） 0.85 月（現行0.75月）
28年度 期末手当 1.225月 1.375月
以降 勤勉手当 0.80 月 0.80 月

[実施時期]

・月例給：平成27年４月１日
・ボーナス：法律の公布日

３ その他の課題

(1) 配偶者に係る扶養手当

本年の調査の結果、民間では、配偶者に対して家族手当を支給し、配偶者の収入による制限を設
ける事業所が一般的。今後とも、民間企業における家族手当の見直しの動向や、税制及び社会保障
制度に係る見直しの動向等を注視しつつ、扶養手当の支給要件等について、必要な検討

(2) 再任用職員の給与

民間企業の再雇用者の給与の動向や各府省における再任用制度の運用状況等を踏まえ、引き続き、
その在り方について必要な検討

Ⅲ 給与制度の総合的見直し

１ 給与制度の総合的見直しの概要

国家公務員給与における諸課題に対応するため、昨年の勧告時において、俸給表や諸手当の在り
方を含めた給与制度の総合的見直しを実施することとし、具体的な措置の内容及び実施スケジュー
ル等の全体像を示し、給与法の改正により、本年４月から本格的に実施。今後、諸手当の見直し等
について、人事院規則の改正により段階的に実施し、平成30年４月１日に完成

２ 平成28年度において実施する事項

(1) 地域手当の支給割合の改定

平成28年４月１日から給与法に定める支給割合に引上げ

(2) 単身赴任手当の支給額の改定

基礎額を平成28年４月１日から4,000円引き上げ、30,000円に改定
加算額の限度について、基礎額の引上げを考慮して、平成28年４月１日から12,000円引き上げ、

70,000円に改定

＊ 広域異動手当は、給与法の改正により、平成28年４月１日以後に異動した職員に係る支給割合
が、異動前後の官署間の距離が300km以上の場合は10％に、60km以上300km未満の場合は５％に引
上げ



勤 務 時 間 に 関 す る 勧 告 の 骨 子

○ 勤務時間に関する勧告のポイント

適切な公務運営の確保に配慮しつつ、原則として全ての職員を対象にフレックスタイム制を拡充

（平成28年４月実施）

・ フレックスタイム制の適用を希望する職員から申告が行われた場合、公務の運営に支障がな

い範囲内において、始業及び終業の時刻について職員の申告を考慮して、勤務時間を割り振る

・ 組織的な対応を行うために全員が勤務しなければならない時間帯（コアタイム）等を長く設定するな

ど、適切な公務運営の確保に配慮

・ 育児又は介護を行う職員に係るフレックスタイム制は、より柔軟な勤務形態となる仕組み

１ フレックスタイム制の拡充の必要性

・ 近年、ワーク・ライフ・バランスの重要性についての意識が我が国全体で高まっており、価値観

やライフスタイルの多様化とともに働き方に対するニーズが多様化

・ 「国家公務員の女性活躍とワークライフバランス推進のための取組指針」（平成26年10月）の中で、

各府省等における適切な公務運営を確保しつつ、幅広い職員がより柔軟な働き方が可能となるよう

なフレックスタイム制の導入について、本院に対し、検討の要請

・ 職員に柔軟で多様な勤務形態の選択肢を用意することは、職員がその能力を十分に発揮し、高い

士気をもって効率的に勤務できる環境を整備することとなり、公務能率の一層の向上にも資する。

また、職員の仕事と育児や介護等との両立を推進するとともに、人材確保にも資する

２ フレックスタイム制の拡充の概要等

(1) 概要
・ 原則として全ての職員を対象とし、適用を希望する職員から申告が行われた場合、各省各庁の

長は、公務の運営に支障がないと認められる範囲内において、始業及び終業の時刻について職員

の申告を考慮して、４週間ごとの期間につき１週間当たり38時間45分となるように当該職員の勤

務時間を割り振ることができる

コアタイムは、月曜日から金曜日までの毎日５時間設定

・ 育児又は介護を行う職員については、割振り単位期間を１週間から４週間までの範囲内におい

て選択して設定できるとともに、日曜日及び土曜日に加えて週休日を１日設けることができる

コアタイムは、毎日２時間以上４時間30分以下の範囲内で設定

・ 現行のフレックスタイム制の適用対象とされている職員についても、その申告により新たなフ

レックスタイム制を適用することができる。交替制等勤務職員その他業務の性質上特定の勤務時

間で勤務することを要する職員として人事院規則で定める職員は、新たなフレックスタイム制の

対象から除外

(2) 適用に当たっての考え方
・ 希望する職員には可能な限り適用するよう努めることが基本。なお、業務の性質上適用が困難

な場合、必要な体制を確保できない場合等、公務の運営に支障が生じる場合には適用ができない

・ 適用する場合には、公務の運営に支障が生じない範囲内で、当該職員の申告を考慮しつつ、勤

務時間帯や勤務時間数を割り振る。育児又は介護を行う職員については、できる限り、当該職員

の申告どおりに割り振るよう努めることが適当

３ フレックスタイム制を活用していくための留意点

・ 一人一人が責任感と自律心を持って業務を遂行することにより、これまで以上に効率的な仕事の

進め方やより柔軟な働き方が推進され、一層効率的な行政サービスを提供

・ フレックスタイム制の実施に伴い超過勤務が増加しないようにする必要があるのみでなく、超過

勤務を縮減する方向での働き方の推進が重要

４ フレックスタイム制の拡充の実施時期

平成28年４月１日から実施



公務員人事管理に関する報告の骨子

退職管理の見直しや採用抑制等により、40歳・50歳台の在職者の割合が20歳・30歳台の在職者の割合を

相当に上回っており、国家公務員の人事管理に大きく影響することが懸念される。本院は、人事行政の第

三者・専門機関の責務として、将来にわたって能率的で活力ある公務組織を確保する観点から、採用から

退職に至るまでの公務員人事管理全般にわたって、中・長期的視点も踏まえた総合的な取組を進めていく。

１ 人材の確保及び育成

(1) 多様な有為の人材の確保

幅広い層の者が国家公務員の仕事内容等の具体的イメージを持ち採用試験を受験するよう、各府省

と連携し、公務の魅力を積極的に発信。その際、地方においても誘致活動を拡充・強化

(2) 女性の採用・登用の拡大

・ より多くの優秀な女性が採用試験を受験するよう誘致活動を強化

・ 女性職員や管理職員を対象とする研修等を通じ、意欲と能力のある女性職員の登用を促進

(3) 研修の充実

公務運営環境が厳しくなる中、Off-JTの役割が重要。外部有識者から成る研究会を開催するなど、

全体の奉仕者たる国家公務員を育成するための研修の充実に向けた具体策を検討

(4) 能力・実績に基づく人事管理の推進

人事評価結果が任免・給与等へ適切に活用されるよう各府省に支援・指導等。人事評価を通じた人

材育成に資するため、研修の機会を提供。各府省と連携した苦情相談体制の一層の充実

２ 柔軟で多様な働き方の実現と勤務環境の整備

(1) フレックスタイム制の拡充

適切な公務運営の確保に配慮しつつ、原則として全ての職員を対象にフレックスタイム制を拡充（勤

務時間法の改正を勧告）

(2) テレワークの推進

テレワークを時間単位で利用しやすくするための措置を講ずるとともに、勤務時間管理、服務管理

等の在り方等について検討

(3) 長時間労働慣行の見直し

・ 事前の超過勤務命令等の勤務時間管理の徹底、管理職員の意識改革を含めた業務の合理化・効率

化等の推進による超過勤務の縮減

・ 超過勤務の多い職員の健康保持への配慮、業務の平準化や人員配置の工夫等に努める必要

(4) 仕事と家庭の両立支援の促進

・ 幹部職員からの働きかけ等による男性職員の両立支援制度の活用促進

・ フレックスタイム制の活用状況を見ながら、育児のための両立支援策等の拡充について検討

・ 民間の介護休業制度の見直しの動向も考慮しつつ、介護休暇等の在り方について検討

(5) 心の健康づくりの推進

心の不調者の発生を未然に防止する１次予防を強化するため、各府省と連携しつつ準備を進め、ス

トレスチェック制度を導入

(6) ハラスメント防止対策

職員が相談しやすいセクハラの苦情相談体制の充実を図るとともに、パワハラに関する啓発資料

の配布等、意識啓発を一層推進

３ 高齢層職員の能力及び経験の活用（雇用と年金の接続）

平成23年の意見の申出を踏まえ、適切な措置が講じられる必要。公務の再任用は引き続き短時間勤務

中心であり、民間同様のフルタイム中心の勤務の実現を通じて再任用職員の能力及び経験を本格的に活

用する必要。このため、各府省は定員事情や人員構成の特性等を踏まえ計画的な人事管理に努める等、

一層の工夫が必要。本院としては、関連する制度を含め適切な措置がとられるよう引き続き必要な対応
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